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The purpose of this paper is to examine the impact of International Financial Reporting 
Standards on Accounting Information Systems. In conclusion,I prove that Accounting 
Information Systems are many-valued function.  
 
1. はじめに 
 
 日本では、国際財務報告基準（IFRS）のコンバージェンスに向けてここ数年会計制度の改革が
続いているが、2008年12月、日本の会計基準は国際財務報告基準と同等であることが認められ
た。さらに、2009年6月、「我が国における国際会計基準の取扱いに関する意見書（中間報告）」
（以下では「中間報告」と略す）が発表された。 
 本稿では、国際財務報告基準が会計情報システムに与える影響を考察する。会計情報システム
を関数としてとらえ、この関数の特徴を解析し、平行開示により多価関数になることを示す。 
 
２．国際財務報告基準 
 
 「国際財務報告基準 (International Financial Reporting Standards、略して IFRS)」 は国際
会計基準審議会（International Accounting Standards Board、略して IASB）が発行する会計
基準のことである。国際会計基準審議会の前身である国際会計基準委員会（International 
埼玉女子短期大学研究紀要 第 21 号 2010.03 
 －328－
Accounting Standards Committee、略して IASC）も「国際会計基準（International Accounting 
Standards、略して IAS）」を発行しており、新しい国際財務報告基準が発行されるまでは効力を
有している。 
 また、これらの基準に関して、国際財務報告解釈指針委員会（International Financial 
Reporting Interpretations Committee、略して IFRIC）が発行する「解釈指針（Interpretations）」
が存在し、さらに国際財務報告解釈指針委員会の前身である解釈指針委員会（Standing 
Interpretations Committee、略して SIC）が発行した「解釈指針（Interpretations）」が存在す
る。 
 これらの基準や解釈指針が国際会計基準を成り立たせていると本稿では考える。 
 
３．日本の会計制度の変革と中間報告における二価性 
 
（１）会計制度の変革 
 
 日本の会計制度はコンバージェンスに向けて様々な改革を実施してきた。ここ数年で発行され
た以下に示す会計基準を見てもそのことが理解できる。 
 
 企業会計基準第1号：自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準 
 企業会計基準第2号：1株当たりの当期純利益に関する会計基準 
 企業会計基準第3号：「退職給付に係る会計基準」の一部改正 
 企業会計基準第4号：役員賞与に関する会計基準 
 企業会計基準第5号：貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 
 企業会計基準第6号：株主資本等変動計算書に関する会計基準 
 企業会計基準第７号：事業分離等に関する会計基準 
 企業会計基準第８号：ストック・オプション等に関する会計基準 
 企業会計基準第９号：棚卸資産の評価に関する会計基準 
 企業会計基準第10号：金融商品に関する会計基準 
 企業会計基準第11号：関連当事者の開示に関する会計基準 
 企業会計基準第12号：四半期財務諸表に関する会計基準 
 企業会計基準第13号：リース取引に関する会計基準 
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 企業会計基準第14号：「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その2） 
 企業会計基準第15号：工事契約に関する会計基準 
 企業会計基準第16号：持分法に関する会計基準 
 企業会計基準第17号：セグメント情報等の開示に関する会計基準 
 企業会計基準第18号：資産除去債務に関する会計基準 
 企業会計基準第19号：「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その3） 
 企業会計基準第20号：賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準 
 企業会計基準第21号：企業結合に関する会計基準 
 企業会計基準第22号：連結財務諸表に関する会計基準 
 企業会計基準第23号：「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正 
 
これらの会計基準の制定も含めて日本の会計制度の改定がコンバージェンスを念頭において進
められ、その結果「日本の会計基準は国際会計基準と同等である」との決定が2008年12月に下
された。 
 
（２）我が国における国際会計基準の取扱いに関する意見書（中間報告）と二価性 
 
 2009 年 6 月、企業会計審議会は「我が国における国際会計基準の取扱いに関する意見書（中
間報告）」を公表した。 
 中間報告では、国際会計基準の任意適用については 2010 年 3 月期から認めることが適当であ
るとし、強制適用については 2012 年をめどに採否を決定するとしており、強制適用を実施する
と判断された場合でも、十分な準備期間が必要であるとして、2015年または2016年からの適用
開始が適切であるとしている。 
 本稿では、まず任意適用時の並行開示に着目する。並行開示とは国際会計基準を(任意)適用す
る企業に日本基準による財務諸表の開示を義務付けることである。企業は国際会計基準と日本基
準の両方の基準で2通りの財務諸表を作成することになる。 
 中間報告ではこの点について、他の日本基準適用企業の財務諸表との比較可能性を高める観点
から任意適用企業に日本基準による財務諸表の開示を義務付けることが一案として考えられると
しているが、並行開示のための作成負担が過大となり、任意適用に向けて大きなディスインセン
ティブになるという強い指摘があり、完全な形での並行開示は求めないことが考えられるとの記
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述もある。そしてこれらのことを踏まえて、並行開示は導入初年度における開示に限定し、継続
的な並行開示に代えて日本基準との重要な差異の注記にとどめることや、導入初年度の並行開示
については監査人の監査の対象としないことなど、簡素で有効な情報開示の方策を検討すること
が適当であるとしている。 
 並行開示についてはまだ確定してない部分が多いが、少なくとも初年度においては実施される
方向であり、その後も何らかの形で日本基準との差異を開示していくことは明らかである。この
ことは「一つの企業の1年間の経営活動」に対して2通りの財務諸表が対応することを示してい
るといってよい。 
 次に個別財務諸表について考える。中間報告では、任意適用時には、個別財務諸表については
国際会計基準を適用せず、連結財務諸表のみに適用することを認めることが適当であるとしてい
る。理由は、国際的な比較可能性、資金調達の容易化、市場の競争力強化の観点からは個別財務
諸表は必要性が高くないこと、そして個別財務諸表は会社法上の分配可能額の計算や、法人税法
上の課税所得の計算においても利用されており、我が国固有の商慣行、利害関係者間の調整や会
計実務により密接なかかわりがあることの２つである。ただし、連結対象会社を有さず連結財務
諸表を作成していない上場企業については、日本基準と国際会計基準による2通りの個別財務諸
表を作成することを認めることが考えられるとしている。 
 任意適用期間の個別財務諸表については、両方の基準で作成する企業は当然として、日本基準
の個別財務諸表しか作成しない企業においても両基準を使用する可能性が高い。なぜならば、連
結財務諸表は個別財務諸表を基に作成しており、国際会計基準の連結財務諸表には国際会計基準
の個別財務諸表が必要となる可能性が高いからである。このような状況を考慮すると、「一つの企
業の1年間の経営活動」に対して2通りの財務諸表が対応するという状況が生まれてくる。 
 強制適用時の個別財務諸表については、連結財務諸表は個別財務諸表を基に作成している点か
ら国際会計基準の個別財務諸表が必要となるが、個別財務諸表は会社法上の分配可能額の計算や、
法人税法上の課税所得の計算においても利用されており、我が国固有の商慣行、利害関係者間の
調整や会計実務により密接なかかわりがあるので、国際会計基準の強制適用は慎重であるべきだ
とする考え方もあり、幅広い見地から検討すべきであるとしている。 
 強制適用時の個別財務諸表については現時点では未確定な部分もあるが、日本基準の個別財務
諸表の必要性は高いので、両方の基準で作成する可能性が高い。すなわち、「一つの企業の 1 年
間の経営活動」に対して 2通りの財務諸表が対応するという状況が生まれてくる可能性が高い。 
 以上の考察により、国際会計基準が適用された場合は、「一つの企業の 1 年間の経営活動」に
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対して2通りの財務諸表が対応するという状況が生まれてくることが示された。 
 
４．多価関数としての会計情報システム 
 
（１）多価関数 
 
 集合Xの任意の元 xに対して集合Yの元 yが唯一つ定まるとき、この対応 fを関数といい、 
 
        y = f (x) 
 
と表す。ここで重要なのは yが一通りに定まるということである。このような関数を1価関数と
いう。一方、複素関数論においては 
              
        w = z1/2 （2価関数） 
 
や 
 
         w =log z  （無限多価関数） 
 
などの初等的な関数でも多価関数となる。すなわち、一つの zに対して複数のwが対応する。（上
記の関数ではそれぞれ2個、無限個のwが対応する） 
 多価関数は扱いにくいので、上記のような関数はリーマン面を考えて1価関数にするという方
法が用いられる。 
   
（２）多価関数としての会計情報システム 
 
 会計情報システムは「一つの企業の経営活動」が与えられれば一組の「財務諸表」を出力する
ので、「一つの企業の経営活動」の集合X から「財務諸表」の集合Yへの関数と考えられる。こ
の対応（関数）を fとし、集合Xの元 xに対して集合Yの元 yが対応しているとすると 
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        y = f (x) 
 
と表すことができる。通常この関数は1価であるが、国際会計基準を適用すると、すでに考察し
たように、この関数は 
 
        2価関数 
 
となる。数学的には多価関数は扱いにくいので、ここにあげた多価の複素関数はリーマン面を用
いて1価の関数に直す。 
 会計情報システムの場合はどうか。2 通りの財務諸表が出てきても、2 通りの基準があるので
当然であると考え、国際会計基準の財務諸表が必要なときには国際会計基準の財務諸表を使用し、
日本基準の財務諸表が必要なときには日本基準の財務諸表を使用する。2 通りの基準の財務諸表
を作成するので、手間とコストはかかるが、特に問題はない。本稿では、会計情報システムには
意思決定者や情報システム部門、会計経理部門などの人間を含んでいると考えているが、人間が
2通りの財務諸表を必要なときに別々に使用するので、この状態がリーマン面による 1 価関数へ
の変換と同じ働きをしている。 
 
5．終わりに 
 
 国際会計基準の適用は会計情報システムに多大な影響を与える。不確定な部分も多いが、今後
とも会計情報システムへの影響を注視していきたい。 
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